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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第11期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 142,875 2,668,345

経常損失（千円） 231,256 1,337,067

四半期（当期）純損失（千円） 167,718 3,619,038

純資産額（千円） 2,239,700 2,080,238

総資産額（千円） 2,542,646 2,717,399

１株当たり純資産額（円） 15,556.41 1,513.10

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
1,207.94 29,071.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 87.9 76.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△137,775 △920,709

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
46,950 △165,908

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
353,059 887,183

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,804,519 1,537,320

従業員数（人） 84 84

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、平成20年４月25日付で、テレマーケティング事業を行っていた子会社

（エムシーツー株式会社、ＬＳ有限会社）を売却しております。さらに、その他事業を行っていた株式会社ボイスドメ

インサービス及び株式会社ボイスキャピタル・ソリューションは平成20年３月31日付臨時株主総会において解散が

決議され、平成20年７月18日に清算結了しております。当第１四半期連結会計期間においては、実質、株式会社アドバ

ンスト・メディア（当社）及び関連会社（持分法適用会社）１社により構成されており、事業セグメントは、プロダ

クト部門とソリューション部門から構成される音声事業のみとなっております。

　

(1)音声事業　

　当社は、音声認識技術AmiVoicefi（アミボイス）を中心とした音声認識システムのライセンス及び音声認識システム

の利用に係る開発、コンサルティング、サービスの提供を行っております。音声認識技術の一部分を持分法適用会社

Multimodal Technologies, Inc.に開発委託しております。AmiVoicefiとは、人間の声を認識して文字化するソフトウェアの

ことです。その特長は、ユーザーの声を事前に学習（ユーザの声の登録やトレーニング）する必要の無い「不特定話

者対応」や、話した言葉をリアルタイムで高精度に認識すること、方言などにあらわれるイントネーション・アクセ

ントの違い、発話スピードのばらつきにも柔軟に対応する、ごく自然な話し言葉の認識を実現することなどです。

　

　当社は、音声認識技術AmiVoicefiをコアとした新しい付加価値の創造を継続して追及し、JUI(Joyful－楽しい、Useful－

便利、Indispensable－無くてはならない)製品・サービスの提供を通じて、企業向けには、ワークフローの効率化、ROIの

最大化、コスト削減等の実現、一般消費者向けには、生活の場において水や空気のように当たり前に利用され各人のラ

イフスタイルの充実に寄与いたします。

　

　音声認識事業におけるビジネスモデルとしては、①AmiVoicefiを組み込んだ音声認識ソリューションの企画・設計・

開発を行う「ソリューション事業」、②AmiVoicefiを組み込んだアプリケーション商品を提供する「ライセンス事

業」、更には③企業内のユーザや一般消費者へのサービスにAmiVoice fiを提供する「サービス事業」、の３つのビジネ

スモデルを展開しています。

　

各部門におけるターゲット市場、ソリューション、導入事例、代表的な製品は次の表のとおりです。

ターゲット市場 ソリューション内容、導入事例並びに代表的な製品

プロダクト部門　

　医療

病院を中心とした医療機関向けに医療専門用語を標準搭載した音声入力システムを提供。話すだ

けで手軽に電子カルテや読影レポートを入力でき、忙しい医療現場での業務効率化を実現。

　導入事例
病院、診療所、放射線科、調剤薬局など全国2,500施設にて導入（2008年３

月現在）

　製品

診療所／病院電子カルテ向け　AmiVoicefi Ex Clinic/Hospital

放射線読影診断レポート向け　AmiVoicefi Ex Rad 

調剤電子薬歴向け　          AmiVoicefi Ex Pharmacy 

　

　議事録

議事録支援システムを自治体のみならず、民間企業にも提供。発言内容をリアルタイムにテキスト

化することによって、情報公開のスピード化、業務量の軽減、コスト削減といった面で議事録作成

業務をサポート。

　導入事例 東京都議会、北海道議会、沼津市議会など自治体、大手民間企業など

　製品 議事録作成支援システム　AmiVoicefi Recorder, AmiVoicefi Rewriter 

　ＰＣ

当社として、初めて、一般消費者向け音声認識ソフトを開発。マイクに向かって話すだけで手軽に

使える音声入力システム。４つの辞書(ブログ日記・メール、しゃべりことば、書きことば、政治経

済)を搭載しており、色々な場面で利用可能。

　製品 PC版音声入力ソフトウェア　AmiVoicefi Es 2008 
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　ソリューション部門

　エンターテイメント

 ＆教育

語学教育、特に、日本人特有の英語発音を正しく認識できる音声認識エンジンや日本人が陥りやす

い発音上の問題を指摘する発音評定用音声認識エンジンを活用した一般消費者向けと英語教室等

の企業向けの英語教育商品を提供。

　導入事例
進研ゼミ中学講座十i(株式会社ベネッセコーポレーション)

えいご漬けバリンガシステム(プラト株式会社)

　製品 日本人向け英語発音矯正ソフト　AmiVoicefi CALL-pronunciation-  

　コールセンタ

業務効率化・コンプライアンス強化・音声と文字による通話モニタリング・応対品質向上など、

音声認識技術を活用した新しいコールセンタ向けソリューションを提供。

　導入事例

株式会社三菱東京UFJ銀行

東邦薬品株式会社

生命保険会社、損害保険会社、医薬品メーカーなど

　製品

リアルタイムに発話を録音しながら音声認識。通話モニタリング業務の

効率化やオペレータの応対業務支援を実現　 AmiVoicefi Assist 

通話録音された音声を全文テキスト化　 AmiVoicefi CallScriber

　営業支援

営業報告、顧客とのやり取りの内容を音声・文字保存。外勤営業社員等の外部からの業務報告書等

の作成を支援するアプリケーションを提供。

　導入事例 携帯で行う営業支援システム(株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ)

　製造・物流・流通

ヘッドセットマイクを使って、音声によるデータ入力を実現。ハンズフリー・アイズフリーで現場

作業の軽減を推進。入出庫管理・在庫管理・棚卸し・ピッキング・製品検査・検品・各種伝票作

成・製造工程管理などに活用可能。

　導入事例

築地市場、海老卸売場におけるセリ現場音声認識システム

自動車処理現場における音声入力ソリューション 

（カースチール株式会社）

　モバイル

音響分析だけを携帯電話で行い、音響分析結果の認識はサーバで行なう分散型音声認識技術

AmiVoicefi DSR(Distributed Speech Recognition)を活用し、携帯電話での煩雑な親指入力に代わる音

声入力を提供。

　導入事例

NTTドコモ「らくらくホンシリーズ」(富士通製)向け音声入力対応メー

ル及びナビゲーションアプリ

自社メディア「声ちぇき!」(http://koecheki.jp)

iアプリ版「声ちぇき!DX」(http://koecheki.com)
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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３【関係会社の状況】

　平成20年４月25日付けで、テレマーケティング事業をおこなっておりましたエムシーツー株式会社の全株式を譲渡

したため、関係会社に該当しなくなりました。

　 また、同社が保有していたLS有限会社及びITグループ株式会社も関係会社に該当しなくなりました。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 84 (17)

　（注）従業員数は就業人員を表示しております。また（　）内は外書きで当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数

（アルバイト）を示しており、派遣社員は除いております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 84 (17)

　（注）従業員数は就業人員を表示しております。また（　）内は外書きで当第１四半期会計期間の平均臨時雇用者数（ア

ルバイト）を示しており、派遣社員は除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円）

音声事業 85,684

合計 85,684

 （注） １．生産実績は当期総製造費用で表示しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 　　　 ３．「第５　経理の状況」の（セグメント情報）事業の種類別セグメント情報に記載のとおり、

　　　　　　当第１四半期連結会計期間より音声事業のみの単一事業となっております。
　

(2）受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円） 

音声事業 90,997 51,785

合計 90,997 51,785

 （注） １．上記の金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

        ２．「第５　経理の状況」の（セグメント情報）事業の種類別セグメント情報に記載のとおり、

　　　　　　当第１四半期連結会計期間より音声事業のみの単一事業となっております。
　

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円）

音声事業 142,875

合計 142,875

  （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

        ２．当第１四半期連結会計期間において、総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10を超える販売先はあ　

　　　　　　　　　

　　　　　　りません。

 　　　 ３．「第５　経理の状況」の（セグメント情報）事業の種類別セグメント情報に記載のとおり、

　当第１四半期連結会計期間より音声事業のみの単一事業となっております。
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２【経営上の重要な契約等】

　(１) 技術受入契約

　　　当第1四半期連結会計期間において、重要な技術受入契約の締結はありません。

　

　(２) 株式譲渡契約の締結

　　　当社は、平成20年４月24日付取締役会において、子会社でありましたエムシーツー株式会社の全株式の

　　　　 譲渡を決議し、平成20年４月25日に売却いたしました。

　　　　　　　(1) 当該子会社等の概要

　　　　　　　　　① 商号              エムシーツー株式会社

　　　　　　　　　② 事業の内容  　　　テレマーケティングサービス等

　  　　　　　　　③ 当社との取引内容　販売、販売委託

　　　　　　　(2) 売却株式数 　　　　　200株

　　　　　　　(3) 売却価額 　　　　　　3億2,000万円

　　　　　　　(4) 売却先

 　　　　　　　　 ① 氏名              倉地　航（エムシーツー株式会社代表取締役）

                  ② 住所              東京都中野区 

　                ③ 当社との関係      該当事項はありません

　          　(5) 売却後の持分比率     0%

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

 (１)当第１四半期連結会計期間の経営成績　

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とした米国の景気減速や原油・

原材料価格の高騰による国内企業収益の悪化、個人消費の減退が懸念される中、景気の先行きに不透明感が増大して

まいりました。

　このような状況の中、当社は、平成20年５月15日発表の「中期経営計画」に基づき、当連結会計年度の目標である、安

定した売上のコアドメインの確立と原価率低減・固定費削減による収益力の向上達成に向け、各施策を実施してまい

りました。

　売上に関しては、病院、クリニック向け『AmiVoicefi EX』シリーズ販売、並びに、教育分野におけるeラーニング案件

からの継続的な売上が堅調でした。モバイル分野においても、富士通株式会社製FOMAfi端末「らくらくホン」シリー

ズにおける当社DSR（分散型音声認識技術）クライアント搭載によるライセンス収入、並びに株式会社エヌ・ティ・

ティ・ドコモ提供「音声入力メール」関連の受託開発及び新コンテンツ向け音声認識開発案件などに取組みました。

金融・製造分野では、導入済顧客へのフォローアップ及び新規営業案件の開拓に注力したため、営業案件の積上げは

堅調に推移しましたが、売上獲得には至らず、同分野として売上目標を達成することができませんでした。

　しかしながら、損益面においては、前連結会計年度に発表した「経営改善計画」に基づく施策成果の顕在化により、

収益性が大幅に改善いたしました。前連結会計年度におけるソフトウェア資産の臨時償却及び減損によって償却負担

が大幅に改善したことに加え、高利益率パッケージ製品の売上高比率が高くなったことから製品原価率が低減し、売

上高総利益率が大幅に改善いたしました。また、オフィス移転、人件費抑制、支払手数料削減等による販売管理費抑制

の効果が現れ、営業損失は247百万円（前年同四半期は営業損失478百万円）、経常損失は231百万円（前年同四半期は

経常損失461百万円）、四半期純損失は167百万円（前年同四半期は四半期純損失459百万円）と赤字幅を縮小いたし

ました。

　自己資本充実による財務体質の強化及び研究開発資金確保のため、平成19年10月に発行した新株予約権の行使に

よって、当第１四半期連結会計期間において357百万円を調達いたしました。

　なお、その他事業を行っていた連結子会社株式会社ボイスドメインサービス及び連結子会社株式会社ボイスキャピ

タル・ソリューションは、それぞれ平成20年３月31日付臨時株主総会にて解散決議がなされ、テレマーケティング事

業を行っていた連結子会社エムシーツー株式会社及び連結子会社（孫会社）LS有限会社は、平成20年４月25日付売却

されました。これらにより当第１四半期連結会計期間から、セグメントは音声事業（プロダクト部門・ソリューショ

ン部門）のみとなります。

　各事業部門の状況は、以下のとおりです。

　

プロダクト部門　

　医療分野においては、電子カルテにおける音声入力に対応した『AmiVoicefi EX』シリーズ販売が好調に推移しまし

た。既存顧客セグメントの深耕を図るべく、中・大規模病院向け営業に注力した結果、放射線科向け製品販売が伸び、

また販売代理店網の再構築によって、クリニック向け製品販売が、前年同四半期に比べ大きく増加しました。さらに、

大手生命保険会社からの保険処理業務時の診断書入力支援システムの追加導入にも成功しました。一方、薬事法改正

に伴う大手調剤薬局の新規投資の手控えが、引続き影響を及ぼし、調剤薬局向け製品の販売は伸び悩みました。また、
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議事録分野においては、地方自治体向け４件(豊田市、福生市、敦賀市、鯖江市)、民間向け４件の新規導入を獲得しまし

たが、前年同四半期レベルに至らず、売上が大幅に落ち込みました。課題である大手ベンダ製品への組込み及び地域密

着代理店との連携強化に関しては、契約締結に向けて一定の成果が出てきておりますが、売上に結びつくには至りま

せんでした。結果として、事業部全体の売上は、医療分野が好調であったものの、議事録分野の落込みが響き、前年同期

比8.6％の減少となりました。

　

　ソリューション部門

　金融分野においては、サブプライムローン問題など予断は許さないものの、コンプライアンス重視の機運の高まりか

ら引続き引合いは多く、営業案件の積上げは堅調に推移しました。６月には、CTIソフトウェアの世界的パイオニアで

あるジェネシス社と連携して、国際標準に対応した次世代コールセンタ向け電話自動応答サービス用音声認識サーバ

を開発、新たな顧客獲得へ向けて動き出しました。また、有力な金融系開発パートナーとの新規連携により共同マーケ

ティングを開始しました。しかしながら、既存導入顧客への追加対応及び新規見込客獲得に注力したことから、個別案

件のクロージングが進まず、売上目標に達しませんでした。

　製造・流通分野においては、モバイル端末を使った営業・業務活動支援ソリューションに注力して営業活動を行っ

ており、営業案件の積上げは進んでおりますが、受注には至りませんでした。モバイル分野においては、株式会社エヌ

・ティ・ティ・ドコモ提供の「音声入力メール」が、ユーザーから好評を得て、順調な立ち上がりを示しています。６

月には、株式会社ジークレストが運営する登録ユーザー数73万人を有するゲームポータルサイト「アットゲームズ」

において、新コンテンツ「こえペタ」に音声入力ソリューション（音声登録機能、音声変換機能）を提供、音声入力を

使ったコンテンツの新たな分野を開拓しました。教育分野では、プラト社の提供する英会話トレーニングシステム

『えいご漬け　バイリンガルシステム』に当社音声認識技術AmiVoicefiが採用されるなど、引続き「英語発音矯正」分

野において販売は堅調に推移しております。結果として、ソリューション事業部全体としては、前第１四半期連結会計

期間における一過性のセットトップボックス端末の売上を除くと、前年同四半期並みの売上高となりました。
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(２)財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は主に子会社株式の売却に伴う連結範囲の変更により、前連結会計年度末に

比べ174百万円減少し、2,542百万円となりました。流動資産は主に売掛債権の減少により、109百万円減少し2,027百万

円となりました。固定資産は65百万円減少し、514百万円となりました。有形固定資産は12百万円減少し90百万円とな

りました。無形固定資産は主にソフトウェアの償却により24百万円減少し223百万円、投資その他の資産は27百万円減

少し200百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は主に子会社株式の売却に伴う連結範囲の変更により、前連結会計年度末

に比べ334百万円減少し、302百万円となりました。流動負債は主に買掛債務の減少により306百万円減少し、302百万円

となりました。固定負債は27百万円減少した結果、当第１四半期連結会計期間末より固定負債残高はゼロとなりまし

た。純資産は新株予約権の行使等により2,239百万円となり、この結果自己資本比率は87.9％となりました。

　

(３)キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物（以下「資金」という）の当第１四半期連結会計期間末残高は1,804百万円となり、前連結会計

年度末に比して267百万円増加いたしました。

  これは営業活動において137百万円使用（前年同四半期は79百万円使用）し、投資活動で46百万円を獲得（前年同

四半期は200百万円使用）し、財務活動で353百万円を獲得（前年同四半期は116百万円獲得）したことによるもので

あります。営業活動により使用した資金は主に、税金等調整前四半期純損失203百万円によるものであります。投資活

動により獲得した資金は主に敷金及び保証金の回収による収入32百万円であり、財務活動により獲得した資金は主に

株式の発行による収入353百万円によるものであります。

　

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(５)研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、50百万円であります。なお、当第１四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(６)経営成績に重要な影響を与える要因について　

　音声認識は、技術的課題から一般の消費者への普及には至っておりません。そのため、不特定話者に対応できる音声

認識技術という技術的優位性を活かし、当社は専門分野のユーザを対象に音声認識ソリューションを販売してまいり

ました。今後は専門分野だけでなく、携帯メールでの音声入力サービスや音声認識パッケージソフトウェアの販売等

を通じて、一般消費者に対しても事業を展開していきます。

　しかしながら市場創造が予想通りに行なえず、市場創造のために長い時間を要する可能性もあります。
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(７)経営戦略の現状と見直し　

　前連結会計年度において、グループ企業の再編を実施したことに伴い、当連結会計年度は、音声事業に経営資源を集

中、特化してまいります。平成20年５月15日発表の「中期経営計画」に基づき、金融、医療などをコアドメインとし売

上のスケールアップを図ります。また、ライセンス収入モデルを確立、開発の効率化を促進して、利益体質作りを追求

し、かつ、更なる固定費の削減も実行し、収益力の向上、キャッシュ・フローの改善を目標に、業績予想達成を目指しま

す。各部門における詳細は、以下のとおりです。

　

　プロダクト部門

　医療分野においては、放射線科、クリニック、調剤薬局向けに既存医療機関向けパッケージ販売を促進すると共に、販

売拡大のためのパートナー連携を強化します。議事録分野においては、地域密着代理店との連携を更に強化し、自治体

案件獲得をすすめながら、民間企業向け会議録システム受注を推し進めます。

　

　ソリューション部門

　引続き開発・販売パートナーとの連携を強化しながら、金融向けリスク管理・コンプライアンス対応の音声認識サ

ポート事業拡大に注力して、案件発掘、クロージングを推し進めます。また、販売パートナーと共にモバイル端末を

使った営業・業務活動支援ソリューション販売を促進します。モバイル、教育・エンターテイメント分野など成長分

野においては、「音声入力メール」技術の企業向け営業支援システム及び一般消費者向け各種携帯コンテンツによる

サービス事業への展開、DSR（分散型音声認識技術）、HSR（ハイブリッド型音声認識技術）の深耕、教育分野でのe

ラーニング向け「英語発音矯正ソフト」を核とした、パートナー連携強化を図ります。

　

　(８)経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの強みは、音声認識分野における卓越した技術力と、自らが核となり市場の潜在ニーズを顕在化する市

場創造力とを兼ね備えていることにあります。この２点の強みを両輪として、機械が言葉を能動的に認識し、人の

JUI(Joyful－楽しい、Useful－便利、Indispensable－無くてはならない)に貢献するという、未来社会の象徴でもあった事

象の事業化を目指してまいります。

　電話利用時の音声認識ソリューションの活用が米国で活発化してきており、日本でも当社を中心にして大きく進展

することが想定されます。また、PC利用時での音声認識ソリューションでは医療分野、議事録分野、教育分野等、マー

ケットセグメントを明確化して活動した結果、日本で米国に先んじて啓蒙期を越えようとしている市場もでき始めて

います。更に、携帯電話を含むモバイルでは日本発世界初のDSR（分散型音声認識）の実装に基づいた高精度・高度な

音声入力メールサービスがリリースされ世界から注目を浴び始めてきています。事業化も「種まき」のフェーズから

「収穫」のフェーズに移ろうとしています。

　事業化のフェーズを飛躍的に進展させるには、当社単体だけでのビジネス展開には限界がありますのでJUIアプリ

ケーションやJUIサービスの企画・開発や販売・普及に関して他企業との密な連携に基づいたビジネス構造の構築が

不可欠であると考えております。

　当社グループは、人と機械との自然なコミュニケーションを担う中核技術をベースとした研究開発とライセンスビ

ジネスを核に、その技術を実用化・普及させる企業群を国内外に多数創造しながら、市場開拓を実行してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

１．提出会社の状況　

　当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２．国内子会社　

　平成20年４月25日に当社が保有していた、エムシーツー株式会社の全株式を譲渡し、同社が子会社に該当しなく

なったため、下記設備の異動があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）

　建物 　その他 合計

エムシーツー㈱ 
本社 

(東京都新宿区)
テレマーケ
ティング事業 

通信装置設備 2,221 4,207 6,429 5

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 358,000

計 358,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数　（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 143,602 143,602
東京証券取引所

（マザーズ）
　　　　－

計 143,602 143,602 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権の状況

（平成14年６月27日定時株主総会決議１）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 710

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　(注１) 710

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　 100,000

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～

平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　　　　　(注２)

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．付与株式数は、当社が株式分割又は併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、新株引受権のうち、当該時点において行使されていない新株引受権の目的

となる株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端株についてはこれを切り捨てるものとしま

す。なお、当該調整式は平成14年６月27日開催の定時株主総会の特別決議により、付記されております。

（調整後株式数）＝
（調整前株式数）×（１株当たり調整前払込金額）

（１株当たり調整後払込金額）

また当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により払込む金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げます。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有

する当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を

処分する場合には、「新規発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。）

　 　 　 　
（既発行株式数）＋

（新規発行株式数）×（１株当たり払込金額）

（調整後払込金額） ＝（調整前払込金額） ×
（分割・新規発行）

（既発行株式数）＋（分割・新規発行による増加株式数）

なお、上記算式における分割・新規発行前の株価は以下のように定義します。

株式公開前については、マーケットが存在しないため、当初払込金額を分割・新規発行前の株価とみなしま

す。株式公開時につきましては、公募又は売出価格を分割・新規発行前の株価とみなします。株式公開後につ

いては、調整後の払込金額を適用する日が45取引日を経過するまでは、株式公開日より当該適用日の前日ま

での、当社が株式を公開している市場が公表する、当社の普通株式の午後３時（半休日は午前11時）におけ

る直近の普通取引の売買価格（以下「最終価格」という。）平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

株式公開後で45取引日を経過した後は、調整後の払込金額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の最終価格平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

３．新株予約権行使の条件

(1）対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても当社の取締役又は従業員である

ことを要します。ただし、新株予約権を付与された者が定年を超えた後に引き続き当社の取締役、監査役及

び顧問となる場合には、新株予約権を行使することができます。

(2）新株予約権を付与された者が、在任又は在職中に死亡した場合には、相続人がこれを行使することができま

す。

(3）新株予約権に関するその他の細目については、本株主総会に基づく今後の取締役会決議によります。

４．新株予約権の譲渡、質入れその他の処分を行うことはできません。
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（平成14年６月27日定時株主総会決議２）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 240

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　(注１) 240

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　 100,000

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～

平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　　　　　(注２)

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．付与株式数は、当社が株式分割又は併合を行う場合には、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、新株引受権のうち、当該時点において行使されていない新株引受権の目的

となる株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端株についてはこれを切り捨てるものとしま

す。なお、当該調整式は平成14年６月27日開催の定時株主総会の特別決議により、付記されております。

（調整後株式数）＝
（調整前株式数）×（１株当たり調整前払込金額）

（１株当たり調整後払込金額）

また当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

２．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により払込む金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げます。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有

する当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を

処分する場合には、「新規発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。）

　 　 　 　
（既発行株式数）＋

（新規発行株式数）×（１株当たり払込金額）

（調整後払込金額） ＝（調整前払込金額） ×
（分割・新規発行）

（既発行株式数）＋（分割・新規発行による増加株式数）

なお、上記算式における分割・新規発行前の株価は以下のように定義します。

株式公開前については、マーケットが存在しないため、当初払込金額を分割・新規発行前の株価とみなしま

す。株式公開時につきましては、公募又は売出価格を分割・新規発行前の株価とみなします。株式公開後につ

いては、調整後の払込金額を適用する日が45取引日を経過するまでは、株式公開日より当該適用日の前日ま

での、当社が株式を公開している市場が公表する、当社の普通株式の午後３時（半休日は午前11時）におけ

る直近の普通取引の売買価格（以下「最終価格」という。）平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

株式公開後で45取引日を経過した後は、調整後の払込金額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の最終価格平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

３．新株予約権行使の条件

(1）対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても当社の取締役又は従業員である

ことを要します。ただし、新株予約権を付与された者が定年を超えた後に引き続き当社の取締役、監査役及

び顧問となる場合には、新株予約権を行使することができます。

(2）新株予約権を付与された者が、在任又は在職中に死亡した場合には、相続人がこれを行使することができま

す。

(3）新株予約権に関するその他の細目については、本株主総会に基づく今後の取締役会決議によります。

４．新株予約権の譲渡、質入れその他の処分を行うことはできません。

EDINET提出書類

株式会社アドバンスト・メディア(E05496)

四半期報告書

15/40



 　　　 　（平成16年６月29日定時株主総会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 890

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　(注１,２) 890

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～

平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　　　　　(注３)

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。

２．付与株式数は、当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整します。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。

（調整後株式数）＝
（調整前株式数）×（１株当たり調整前払込金額）

（１株当たり調整後払込金額）

また当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により払込む金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げます。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有

する当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を

処分する場合には、「新規発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。）

　 　 　 　
（既発行株式数）＋

（新規発行株式数）×（１株当たり払込金額）

（調整後払込金額） ＝（調整前払込金額） ×
（分割・新規発行）

（既発行株式数）＋（分割・新規発行による増加株式数）

なお、上記算式における分割・新規発行前の株価は以下のように定義します。

株式公開前については、マーケットが存在しないため、当初払込金額を分割・新規発行前の株価とみなしま

す。株式公開時につきましては、公募又は売出価格を分割・新規発行前の株価とみなします。株式公開後につ

いては、調整後の払込金額を適用する日が45取引日を経過するまでは、株式公開日より当該適用日の前日ま

での、当社が株式を公開している市場が公表する、当社の普通株式の午後３時（半休日は午前11時）におけ

る直近の普通取引の売買価格（以下「最終価格」という。）平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

株式公開後で45取引日を経過した後は、調整後の払込金額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の最終価格平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

４．新株予約権行使の条件

(1）対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても当社の取締役又は従業員である

ことを要します。ただし、新株予約権を付与された者が定年を超えた後に引き続き当社の取締役、監査役及

び顧問となる場合には、新株予約権を行使することができます。

(2）新株予約権を付与された者が、在任又は在職中に死亡した場合には、相続人がこれを行使することができま

す。

(3）新株予約権に関するその他の細目については、本株主総会に基づく今後の取締役会決議によります。

５．新株予約権の譲渡、質入れその他の処分を行うことはできません。
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②　会社法に基づき発行した新株予約権

 株式会社アドバンスト・メディア第1回新株予約権（第三者割当て）　（平成19年10月２日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 360

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１） 9,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注２）　 行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

新株予約権の行使期間
平成19年10月18日～

平成21年10月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格については、下記（注）２.を参照。

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資

本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに従って算定

された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果

１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加す

る資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件 本株式予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

（１）本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式25,000株とします（本新株予約権１個当り

の目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は25株とする。）。但し、下記第（２）号乃至第（４）号

により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて

調整されるものとします。

（２）当社が下記（注）２.（行使価額の調整）以下の規定に従って行使価額（以下に定義する。）の調整を行う場

合には、割当株式数は次の算式により調整されます。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、下記（注）２.（行使価額の調整）に定める調

整前行使価額及び調整後行使価額とします。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数　×　調整前行使価額

調整後行使価額

（３）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる下記（注）２.（行使価額の調整）第（２）号及び第

（５）号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とします。

（４）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他

必要な事項を書面で通知します。但し、下記（注）２.（行使価額の調整）第（２）号⑤に定める場合その他適

用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行うこととし

ます。
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２．払込金額（以下、「行使価額」という。）は、当初72,600円とし、以後以下のように修正します。

　

　本新株予約権の行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の前日まで（当日を含む。）の３連続　　　

取引日（但し、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の

平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修

正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修

正日価額に修正されます。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が下限行使価額（以下に定義する。）を下回

ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とします。上記３連続取引日の間に下記（行使価額の調整）に

基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該３連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整されるものとします。「下限行使価額」は当初、払込期

日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前

の終値）の50％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額とします。下限行使価額は、下記（行使価

額の調整）の規定を準用して調整されます。

　本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる行使の際に、当該本

新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知します。　

　

（行使価額の調整）

（１）当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第（２）号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整します。

　 　 　 　 既発行

株式数
＋

新発行・
処分株式数　

×
　

１株当りの
払込金額　

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数　＋　新発行・処分株式数

　

（２）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用期については、次に定めると

ころによるものとします。

①　下記第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式取得、その他当社普通株式

の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併

により当社普通株式を交付する場合を除く。）

　　調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場

合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

　　調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用します。

③　下記第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は下記第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合

　　調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行

使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割

当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用します。但し、株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用します。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条件付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記第（４）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場

合

　　調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用します。
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⑤　本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役

会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、

当該承認があった日の翌日以降これを適用します。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通

株式を交付するものとします。

　

株式数 ＝
（　調整前行使価額　 －　

調整後行使価額　）　

　
×　

調整前行使価額により

当該機関内に交付された株式数　

調整後行使価額

　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとします。

　

（４）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数点第２位まで算出し、小数点第２位を四捨五入するもの

とします。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日

数を除く。）とします。この場合、平均値の計算は、円位未満小数点第２位まで算出し、小数点第２位を四捨

五入するものとします。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日にお

ける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数としま

す。また、上記第（２）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日におい

て当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとします。

（５）上記第（２）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行うものとします。

①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

③　行使価額を調整するべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（６）上記第（２）号の規定にかかわらず、上記第（２）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が第10

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、上記第（２）号に基づく行使価額の調整は行わないものと

します。但し、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとします。

（７）行使価額の調整を行うときには、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要

な事項を書面で通知します。但し、上記第（２）号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を

行うことができな場合には、適用開始日以降速やかにこれを行うものとします。また、上記第（６）号の規定が

適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ行うものとします。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～　

平成20年６月30日

（注）　

6,525 143,602 178,621 4,377,595 178,621 2,844,295

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、メリルリンチ日本証券株式会社から平成20年６月25日付の大量保有報告書

の写しの送付があり、平成20年６月18日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社

として当第１四半期連結会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の写しの概要は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 備考

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４番１号 9,067（注）

メリルリンチインターナショナル
Merrill Lynch Financial Centre 2 King Edward Street

London EC1A 1HQ United Kingdom
435　

（注）所有株式数のうち9,000株は潜在株式であります。
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（６）【議決権の状況】

　当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】　

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　　137,077 137,077

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 137,077 － －

総株主の議決権 － 137,077 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が60株含まれております。また、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれております。 

　

②【自己株式等】

　

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－  － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 70,000 65,300 65,600

最低（円） 55,300 53,900 43,500

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社アドバンスト・メディア(E05496)

四半期報告書

23/40



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,754,215 1,487,060

受取手形及び売掛金 142,369 540,608

有価証券 50,304 50,259

商品 17,752 27,068

原材料 2,245 2,317

仕掛品 42,287 15,354

繰延税金資産 － 3,997

その他 38,646 60,896

貸倒引当金 △19,921 △50,245

流動資産合計 2,027,901 2,137,316

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 63,244 67,532

減価償却累計額 △4,363 △3,841

建物及び構築物（純額） 58,881 63,690

その他 68,453 118,732

減価償却累計額 △36,886 △79,127

その他（純額） 31,567 39,604

有形固定資産合計 90,448 103,295

無形固定資産

のれん － ※1
 4,121

ソフトウエア 223,710 243,994

その他 － 160

無形固定資産合計 223,710 248,275

投資その他の資産

投資有価証券 117,080 142,183

敷金及び保証金 74,285 86,328

破産更生債権等 186,650 186,650

為替予約 9,220 －

貸倒引当金 △186,650 △186,650

投資その他の資産合計 200,586 228,511

固定資産合計 514,745 580,082

資産合計 2,542,646 2,717,399
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 84,004 278,641

未払金 144,608 206,056

未払法人税等 4,731 47,127

前受金 56,785 54,817

返品調整引当金 － 2,457

その他 12,815 20,602

流動負債合計 302,945 609,702

固定負債

為替予約 － 2,600

繰延税金負債 － 24,857

固定負債合計 － 27,457

負債合計 302,945 637,160

純資産の部

株主資本

資本金 4,377,595 4,198,973

資本剰余金 3,369,728 3,191,107

利益剰余金 △5,470,398 △5,302,680

株主資本合計 2,276,925 2,087,401

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,502 △865

為替換算調整勘定 △40,491 △16,249

評価・換算差額等合計 △42,993 △17,114

新株予約権 5,768 9,951

純資産合計 2,239,700 2,080,238

負債純資産合計 2,542,646 2,717,399
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 142,875

売上原価 68,174

売上総利益 74,700

販売費及び一般管理費 ※1
 321,945

営業損失（△） △247,244

営業外収益

受取利息 839

為替差益 12,855

持分法による投資利益 1,597

雑収入 1,884

営業外収益合計 17,176

営業外費用

雑損失 1,188

営業外費用合計 1,188

経常損失（△） △231,256

特別利益

貸倒引当金戻入額 27,686

持分変動利益 178

特別利益合計 27,865

税金等調整前四半期純損失（△） △203,391

法人税、住民税及び事業税 1,115

法人税等調整額 △36,788

法人税等合計 △35,672

四半期純損失（△） △167,718
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △203,391

減価償却費 31,722

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28,864

受取利息及び受取配当金 △839

持分法による投資損益（△は益） △1,597

持分変動損益（△は益） △178

為替差損益（△は益） △16,784

売上債権の増減額（△は増加） 180,708

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,737

前払費用の増減額（△は増加） △7,120

仕入債務の増減額（△は減少） △38,047

未払金の増減額（△は減少） △18,820

未払費用の増減額（△は減少） △2,938

その他 △2,148

小計 △129,037

利息及び配当金の受取額 839

法人税等の支払額 △9,578

営業活動によるキャッシュ・フロー △137,775

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △4,799

敷金及び保証金の差入による支出 △375

敷金及び保証金の回収による収入 32,107

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

20,018

投資活動によるキャッシュ・フロー 46,950

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 353,059

財務活動によるキャッシュ・フロー 353,059

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 267,199

現金及び現金同等物の期首残高 1,537,320

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,804,519
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社グループは、音声認識市場創造を企業の命題として、

顧客マーケットに合わせた研究開発並びに製品開発を行

い、市場創造に努めてまいりました。しかしながら、前々連

結会計年度において、より広範な市場開拓を推し進めるべ

く製品開発を志向したソリューション営業に傾倒したた

め、1,262,751千円の大幅な営業損失を計上し、前連結会計年

度においては、1,295,681千円の営業損失を計上しました。ま

た、当第１四半期連結会計期間においては、「経営改善計

画」の効果が顕在化し、収益改善の兆候が見られるものの

売上不振による営業損失を埋めるまでには至らず、247,244

千円の営業損失を計上いたしました。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。しか

しながら、当社グループとしては、「経営改善計画」を継承

した「中期経営計画」（平成20年５月15日付公表）を着実

に実行していくことにより、早期に売上の回復並びに費用

削減による収益性及びキャッシュフローの改善が可能と考

えております。

　

[販売体制の確立と強化]　

　営業面においては、実績のあるパッケージ製品販売に注力

するプロダクト部門と、顧客の望む顧客専用システムの受

託開発を行い、その知見に基づき他社へ横展開可能な共通

システムを開発し、新規パッケージ製品創造に結び付ける

ソリューション部門に分けて、組織目標を明確化し、強固な

収入基盤を確立いたしました。プロダクト部門は、累計

2,500ヵ所以上の医療機関に納入実績のある「

AmiVoice EX」シリーズ及び議会での議事録作成ツールを

核に、医療機関・議会・一般企業向けに売上を伸ばしてま

いります。一方、ソリューション部門は、コンプライアンス

意識の高まりから「声」の文章記録に高い需要が見込める

金融分野、及び分散型音声認識クライアントモジュール搭

載の携帯電話端末の普及期を迎えるモバイル分野に特化し

て売上を伸ばしてまいります。当第１四半期連結会計期間

においては、病院、クリニック向け『AmiVoicefi EX』シ

リーズ販売、並びに教育分野におけるeラーニング案件から

の継続的な売上が堅調でした。モバイル分野においても、富

士通株式会社製FOMAfi端末「らくらくホン」シリーズに

おける当社DSR（分散型音声認識技術）クライアント搭載

によるライセンス収入、並びに株式会社エヌ・ティ・ティ

・ドコモ提供「音声入力メール」関連の受託開発及び新コ

ンテンツ向け音声認識開発案件などに取組みました。金融

・製造、議事録部門では、導入済顧客へのフォローアップ及

び新規営業案件の開拓に注力したため、営業案件の積上げ

は堅調に推移したものの、売上計上に至りませんでした。第

2四半期連結会計期間以降は、積上げ案件を早期に受注し、

売上計上していく予定です。
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

[売上原価および固定費の削減]　　　　

　売上原価の削減におきましては、ソリューション部門にお

いて、外注費、開発工数の徹底した管理によりコストを引き

下げ、原価率を改善いたします。また固定費の削減におきま

しては、引続き、人件費関連、支払手数料など販売費及び一

般管理費のコスト削減をするとともに、研究開発費も市場

環境に見合った開発分野への選択と集中により削減してま

いります。これにより損益分岐点を大幅に引き下げ、営業

キャッシュフローの黒字化を目指します。当第１四半期連

結会計期間においては、「経営改善計画」に基づく施策効

果の顕在化により、収益力が大幅に改善いたしました。前期

におけるソフトウェア資産の臨時償却及び減損によって償

却負担が大幅に改善したことに加え、高利益率パッケージ

製品の売上高比率が高くなったことから製品原価率が低減

し、売上高総利益率が大幅に改善いたしました。また、オ

フィス移転、人件費抑制、支払手数料削減等による販売管理

費抑制の効果が現れ、営業損失は247,244千円（前年同四半

期は営業損失478,510千円）と赤字幅を縮小いたしました。

　　　　

　

[資金調達]

　資金面におきましては、平成19年10月17日付で第三者割当

てにより、新株式及びコミットメント条項付新株予約権を

発行しました。当第１四半期連結会計期間においては、同新

株予約権の行使により357,242千円を調達しました。その結

果、当該スキームにより平成20年６月末までに1,703,940千

円を調達し、財務基盤を強化いたしました。新株予約権につ

きましては、当社に資金需要が発生した場合、一定期間内に

当社の指定した数の新株予約権の行使を強制する権利を持

ちますが、株価の動向に細心の注意を払いながら機動的に

調達してまいります。なお、平成20年６月末時点において、

発行済み新株予約権のうち、360個（9,000株）は未行使で

あります。　

　当社グループでは、当面は既調達の範囲で事業を遂行して

いく所存ですが、上述の中期経営計画を着実に実行し、早期

に営業利益を確保できる収益体質を構築し、キャッシュフ

ローを改善するよう努めます。

　

　四半期連結財務諸表は、継続企業を前提に作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表

に反映しておりません。　
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

　前連結会計年度において連結子会社であ

りましたエムシーツー株式会社は、当第1四

半期連結会計期間において、当社が保有し

ていた同社株式をすべて譲渡したため、期

首において連結の範囲から除いておりま

す。また、同社が全株式を保有し、当社連結

子会社でありましたＬＳ有限会社につきま

しても期首において連結の範囲から除いて

おります。

２．持分法の適用に関する事

項の変更

　─────────────────

３．会計処理基準に関する事

項の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企

業会計基準第9号）を当第１四半期連結会

計期間から適用し、評価基準については、原

価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べ

て、売上総利益、営業損失、経常損失及び税

金等調整前四半期純損失に与える影響はあ

りません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益

性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法

によっております。

　なお、営業循環過程から外れた滞留又は処

分見込み等の棚卸資産で前連結会計年度末

において帳簿価額を処分見込価額まで切り

下げているものについては、前連結会計年

度以降に著しい変化がないと認められるも

のに限り、前連結会計年度末における連結

貸借対照表価額で計上しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 ※１      ────────────────       ※１　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 9,418千円

負ののれん
5,297

千円

　

差引 4,121千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 　従業員給与手当  　 110,887千円 

　 研究開発費 　　 50,482千円 

 　支払手数料      39,907千円 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定  1,754,215千円

有価証券勘定 　  50,304千円 

現金及び現金同等物  1,804,519千円 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　143,602株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

　（1）平成19年新株予約権　　

新株予約権の目的となる株式の種類　　　　　　　　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　　　　9,000株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　5,768千円（親会社　5,768千円）

　

　　　　　　（2）ストック・オプションとしての新株予約権　　

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　　　― 千円（親会社　　― 千円）

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５. 株主資本の著しい変動

当第１四半期連結会計期間において、新株予約権の行使により、資金調達を行っております。この結果、当

第１四半期連結会計期間において資本金178,621千円、資本剰余金178,621千円増加し、当第１四半期連結会計

期間末において資本金が4,377,595千円、資本剰余金が3,369,728千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　当社は、平成20年４月25日に、連結子会社でありましたエムシーツー株式会社の全株式を譲渡しております。また連

結子会社でありました株式会社ボイスドメインサービス及び株式会社ボイスキャピタル・ソリューションは、それぞ

れ平成20年３月31日付臨時株主総会において解散決議がなされました。この結果、当社グループはテレマーケティン

グ事業及びその他事業から撤退し、主力事業である音声事業に経営資源の集中を図ることとなりました。よって当第

１四半期連結会計期間において、当社グループの事業は、音声事業のみの単一事業となっており、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　

　

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

　

　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、主とし

て為替の影響により当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

対象物の種類 取引の種類
契約額等 時価 評価損益　

（千円） （千円） （千円）

通貨

為替予約取引    

買建    

米ドル 99,960 104,362 4,402

通貨スワップ取引    

米ドル 98,904 103,722 4,817

合計 198,864 208,085 9,220

　　（注）１.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

　　　　　２.時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 15,556.41円 １株当たり純資産額 15,103.10円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 1,207.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（千円） △167,718

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △167,718

期中平均株式数（株） 138,847

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

重要な減少

　新株引受権（平成13年４月27

日臨時株主総会決議）1,410個

　新株予約権（第三者割当て平

成19年10月２日取締役会決議）

261個

　なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況　（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

子会社の清算

　当社は、平成20年３月28日開催の取締役会において、下記の連

結子会社を清算することを決議いたしましたが、平成20年７月

18日に清算が結了いたしました。

1.　清算に至った経緯　

　株式会社ボイスドメインサービスは、平成17年の事業開始以来

ボイスドメイン登録事業の立上げに努めてまいりましたが、実質

的に機能させるには相当程度の時間と資力を要することから同

事業を一時凍結することといたしました。

　また、株式会社ボイスキャピタル・ソリューションにおける投

資事業も音声事業への集中という観点から凍結することといた

しました。

2.　清算子会社の概要　

　　株式会社ボイスドメインサービス

(1) 商号 株式会社ボイスドメインサービス

(2) 本社所在地 東京都豊島区東池袋

(3) 代表者 鈴木清幸

(4) 事業内容

 

携帯電話上での声によるURL

接続サービス

(5) 設立年月日 平成17年７月

(6) 資本金 149,500千円

(7) 清算の日程 平成20年３月　解散決議

 

 

 

　　　　　　（平成20年３月31日付同社

臨時株主総会にて

解散決議がなされ

ました）

　 平成20年７月18日　清算結了

　　株式会社ボイスキャピタル・ソリューション

(1) 商号

 

株式会社ボイスキャピタル

　　　　　　・ソリューション

(2) 本社所在地 東京都豊島区東池袋

(3) 代表者 吉田一也

(4) 事業内容

 

当社と協業可能な企業の

育成・経営支援等

(5) 設立年月日 平成18年８月

(6) 資本金 50,000千円

(7) 清算の日程 平成20年３月　解散決議

 

 

 

　　　　　　（平成20年３月31日付同社

臨時株主総会にて

解散決議がなされ

ました）

　 平成20年７月18日　清算結了

3.　当期における業績への影響

　　株式会社ボイスドメインサービス

　　　　本清算により発生する損失は僅少であり、業績に与え

　　　る影響は軽微であります。

　　株式会社ボイスキャピタル・ソリューション

　　　 本清算により発生する損失は僅少であり、業績に与え

　　 る影響は軽微であります。
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（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

株式会社アドバンスト・メディア

取締役会　御中

海南監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 古川　雅一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 秋葉　陽　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバンス

ト・メディアの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドバンスト・メディア及び連結子会社の平成20年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　１.　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、前々連結会計年度及び前連結会計年度に２期連続で大幅な営

業損失を計上し、また、当第１四半期連結会計期間も営業損失となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。当該重要な疑義を解消するための「中期経営計画」の内容は当該注記に記載されている。四半期連

結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反

映していない。

　２.　重要な後発事象に記載されているとおり、平成20年７月18日付で連結子会社株式会社ボイスドメインサービスの清算

及び平成20年７月18日付で連結子会社株式会社ボイスキャピタル・ソリューションの清算が結了した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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